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中間年評価の構成について（案）

令 和 ４ 年 ３ 月

資料４



令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

国

都道府県等

中間年評価に向けた環境保全効果の調査・評価について

施
策
へ
の
反
映

最

終

評

価

中

間

年

評

価

施策の改善検討

○ 令和４年度に実施する国の中間年評価において、環境保全型農業直接支払交付金の取組による環境保全効果を評価する予定。

○ 令和３年度に都道府県の協力を得て生物多様性保全効果測定調査を実施しており、令和４年度には都道府県の協力を得て地
球温暖化防止効果測定調査を実施する予定。水質保全効果の取組として設定している地域特認取組の効果については令和元年
度に県が測定した実測データ等により評価予定。

・第２期第三者
委員会の進め方
・生物多様性保全
効果調査手法

環境保全効果調査手法検討

第三者
委員会

・温暖化防止
効果調査手法
・水質保全効果
評価の考え方

・取組の進捗状況
・環境保全効果
・改善を要する課題

中間年評価とりまとめ

市町村アンケート調査
手法検討

・取組の進捗状況
・環境保全効果
・アンケート・追加調査
結果

最終評価とりまとめ

生物多様性保全
効果測定調査

温暖化防止
効果測定調査

・市町村アンケート
・中間年評価を踏まえた
追加調査

第三者
機関
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価
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交付状況の点検 交付状況の点検 交付状況の点検 交付状況の点検 交付状況
の点検

中間年評価とりまとめ 最終評価とりまとめ

交付状況の点検 交付状況の点検 交付状況の点検 交付状況の点検 交付状況
の点検

報告報告

第２期点検・評価のスケジュール

農業者アンケート
項目検討

農業者アンケート
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中間年評価の構成案について
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（参考）環境保全型農業直接支払交付金実施要領
第15 事業の評価
１ 事業の評価は、中間年評価及び最終評価とする。
２ 都道府県知事は、市町村の協力を得て、中立的な第三者機関において、 事業の評価を実施すると

ともに、その結果を地方農政局長を経由して生産局長に報告することとする。
３ 生産局長は都道府県知事の報告を受け、中立的な第三者機関において農業者団体等による農業生

産活動の進捗状況、地球温暖化防止や生物多様性保全等の効果等を検討し、事業の評価を実施す
るとともに、環境保全型農業をめぐる諸情勢の変化や最終評価等を踏まえ、事業の実施期間後に
制度全体の見直しを行う。ただし、必要があれば、事業の実施期間中に所要の見直しを行う。

項目 記載の視点

Ⅰ 環境保全型農業直接支払交付金の制度概要

１. 環境保全型農業をめぐる国内外の情勢 環境保全型農業に関係する国際目標、政府計画、みどりの食料システム戦略等施策の経緯等について記載

２．環境保全型農業直接支払交付金に係る制度の沿革 環境保全型農業直接支払交付金の前身制度から現在までの制度沿革について記載

３. 制度の概要 環境保全型農業直接支払交付金の第2期対策の制度概要について記載

４. 中間年評価の目的及び取りまとめ手法

Ⅱ 自然環境の保全に資する農業生産活動の進捗状況

１. 支援対象取組の実施状況 第2期対策における各支援対象取組の実施件数、実施面積等について記載

２．推進活動の実施状況 第2期対策における各推進活動の実施件数等について記載

３．取組農業者団体等の概況 第2期対策における取組農業者団体等の件数、農業者数等について記載

Ⅲ 環境保全等の効果

１. 地球温暖化防止効果 令和４年度に実施する調査結果の分析等に基づき、各支援対象取組による地球温暖化防止効果について記載

２. 生物多様性保全効果 令和３年度に実施した調査結果の分析等に基づき、各支援対象取組による生物多様性保全効果について記載

３．水質保全効果 水質保全を目的として実施されている地域特認取組の効果について記載

４．化学肥料・化学合成農薬低減の効果 取組面積の推移等に基づき、化学肥料及び化学合成農薬を低減した取組の推進への効果について記載

５. その他の効果 各地域における取組によって発揮されている上記１～４以外の多様な効果について、都道府県の報告等に
基づきSDGsの視点等を踏まえて記載。

Ⅳ 環境保全型農業の持続的な推進に向けた検討

１. 環境保全型農業に対する
農業者の取組意向等

令和4年度に実施する調査結果の分析等に基づき、環境保全型農業に取り組む農業者及び取り組んでいない
農業者の環境保全型農業に対する意識等について記載

２. 「国際水準の有機農業」参加型確認手法の効果 有機農業の現地確認における参加型確認手法の利用状況及び効果について記載

３. 電子申請システムの導入 農林水産省共通申請サービスの試行運用結果及び導入状況について記載

Ⅴ 第2期対策中間年評価（まとめ） Ⅰ～Ⅳを踏まえた総合評価及び最終評価・第３期対策に向けて検討すべき課題等について記載

国の中間年評価 （令和４年度末予定）

都道府県中間年評価（令和４年秋頃予定）
・都道府県における環境保全型農業の推進方針等
・支援対象取組・推進活動の実施状況
・都道府県・市町村が設定した独自要件等
・環境保全効果及びその他の効果、優良な取組事例等
・事業の評価及び今後の方針 等

報告

〇 中間年評価に向け、本委員会では以下の事項について報告・提案を行う。

本資料P4 都道府県中間年評価の詳細構成案（提案）

資料３ 令和４年度に実施予定のアンケート調査項目詳細案（提案）

本資料P5～6 第４回委員会のご意見を踏まえた生物多様性保全効果評価の考え方
本資料P7～8 水質保全効果評価の考え方（提案）
本資料P9～13 取組による副次的効果及びトレードオフの整理（報告）

資料２ 電子申請の導入について（報告）

※表中灰色の項目は、令和３年度実施状況とりまとめ（令和４年夏頃予定）及び令和４年度に実施する
地球温暖化防止効果測定調査の結果とりまとめを踏まえ、今後の委員会で提案予定



都道府県中間年評価について（提案）
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〇 都道府県中間年評価は以下の構成案とし、令和４年９月までに実施して国に報告することとしたい。

項目 記載の視点

Ⅰ 都道府県における環境保全型農業
推進の方針等

都道府県における、環境保全型農業に関係する方針等（農業振興計画、有機農業推進方針、地球温暖化対策計画、生物多様性
地域戦略等）について記載

Ⅱ 取組の実施状況

１．支援対象取組の実績 第2期対策における各支援対象取組の実施件数、実施面積等について記載

２．推進活動の実施状況 第2期対策における各推進活動の実施件数等について記載

３．都道府県が設定した要件等 以下の都道府県独自要件等について記載
・「堆肥の施用」の取組における都道府県独自の堆肥施用量の設定状況
・都道府県で設定している地域特認取組の概要
・都道府県で設定している化学肥料・化学合成農薬の低減割合の特例の概要
・その他地方公共団体で独自に設定している取組要件

Ⅲ 環境保全等の効果

１．地球温暖化防止効果 国の第1期最終評価や既存の科学的知見等を踏まえて実施取組の地球温暖化防止効果について記載するとともに、地球温暖化防
止効果の発揮に関して都道府県内で特筆できる優良事例があれば記載

２．生物多様性保全効果 国の第1期最終評価や既存の科学的知見等を踏まえて実施取組の生物多様性保全効果について記載するとともに、生物多様性保
全効果の発揮に関して都道府県内で特筆できる優良事例があれば記載

３．水質保全効果 （該当する取組を実施している都道府県のみ）既存の科学的知見等を踏まえて実施取組の水質保全効果について記載するととも
に、水質保全効果の発揮に関して都道府県内で特筆できる優良事例があれば記載

４. その他の効果 環境保全型農業の推進に付随して都道府県内で発生している効果、SDGsへの貢献があれば、具体例を幅広に記載

Ⅳ 事業の評価及び今後の方針

１．事業の評価 Ⅰ～Ⅲを踏まえた令和４年度時点での第２期対策の総合評価及び課題について記載

２．今後の方針 上記評価を踏まえた今後の取組方針について記載

都道府県中間年評価 （構成案）

（参考）環境保全型農業直接支払交付金実施要領
第15 事業の評価
１ 事業の評価は、中間年評価及び最終評価とする。
２ 都道府県知事は、市町村の協力を得て、中立的な第三者機関において、 事業の評価を実施するとともに、その結果を地方農政局長を経由して生産局長に報告

することとする。
３ 生産局長は都道府県知事の報告を受け、中立的な第三者機関において農業者団体等による農業生産活動の進捗状況、地球温暖化防止や生物多様性保全等の効果

等を検討し、事業の評価を実施するとともに、環境保全型農業をめぐる諸情勢の変化や最終評価等を踏まえ、事業の実施期間後に制度全体の見直しを行う。た
だし、必要があれば、事業の実施期間中に所要の見直しを行う。
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第４回委員会でのご意見を踏まえた生物多様性保全効果の考え方について ①効果の評価

〇 様々な国際的な目標やイニシアチブにおいて、農業と関係する生物多様性の保全が掲げられている
• 愛知目標：目標７（農業空間が生物多様性の保全を確保するよう持続的に管理される）
• SDGs：目標２（持続可能な食料生産システム）及び目標15（陸域生態系及び内陸湛水生態系の保全）
• 2019年の国連総会では、気候変動危機との闘い、食糧安全保障、水供給、生物多様性の強化のため、生態系の劣化防止や回復の取組を進め
る「生態系回復の10年」（2021～2030年）を宣言

〇 我が国の農地生態系の生物多様性を包括的に評価できる指標は十分には確立しておらず、今後の研究の進展を踏まえて評価
の高度化を随時進める必要があるものの、これまで実施した調査等を踏まえた現時点での知見から、本交付金の支援対象取組
は、持続的な農業・食料生産の基盤として機能する生物多様性の保全及び人類共通の財産としての我が国の生物多様性の
構成要素である農地生態系の生物多様性の保全に貢献する可能性が高いと評価できるのではないか。

冬期湛水管理（生物多様性保全の取組）

●第１期（H27～R1）に行った調査結果

• 農業に有用な天敵生物等を指標とする生物多
様性調査を実施し、「効果が高い」と評価さ
れた取組を第２期でも継続支援

●第２期（R2～R6）に行った調査結果

• 農業に有用な天敵生物等に加え、アンブレラ
種としての鳥類や希少種・絶滅危惧種等を指
標として、生物多様性保全効果の向上に資す
る要因を調査

• 調査対象とした各取組で高い生物多様性が確
認され、特に水稲においては、面的にまと
まって環境保全型農業に取り組む場合や、周
囲に自然環境（森林、草地、水域）面積が多
い場合、環境保全型農業への取組継続年数が
長い場合に、効果がより高まる傾向

取組による生物多様性保全効果
持続的な農業の基盤としての生物多様性

・持続的な農業・食料生産の維持には、土壌の生
成や物質循環、天敵・対抗微生物・対抗植物等
による病害虫や雑草の抑制、花粉媒介等の生態
系サービスが不可欠であり、農業に有用な生物
を含む生物多様性がその基盤となっている

人類共通の財産としての生物多様性

・生物多様性は内在的価値及び種々の価値（社会
的、経済的、文化的等）を有し、経済成長や持
続可能な開発を支える人類共通の財産

・我が国の農地を含む里地里山・田園地域の生態
系は、歴史的な人間の働きかけを通じて形成さ
れた特有の自然環境（二次的自然）であり、多
くの固有種や絶滅危惧種を含む多様な生物の生
息・生育の場となってきた

取 組
による

貢 献
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第４回委員会でのご意見を踏まえた生物多様性保全効果の考え方について ②今後の課題

〇 生物多様性保全効果の更なる発揮に向けて
・愛知目標の後継となる次期の国際的な目標（ポスト2020生物多様性枠組）や新しい国家戦略、みどりの食料システム戦略等
を踏まえ、更に生物多様性保全効果を高めていくため、高い生物多様性保全効果が確認された取組を引き続き推進するとともに、
生物多様性保全効果の向上に寄与する面的なまとまりをもった取組を推進する必要

〇 今後の生物多様性保全効果の調査・評価に向けて
・第３期の生物多様性保全効果評価に向けては、農地生態系の生物多様性をより包括的に把握できる調査手法や、より省力的
な調査手法の導入が課題
・今後の科学的知見の蓄積や生物多様性調査に関する技術の進展（環境DNA、代替指標、AIを活用した種同定等）に応じた
新しい手法の導入可能性や、生物多様性調査の技術・経験を有する多様な関係者との連携可能性を検討し、環境保全効果の
更なる可視化や、取組の効果向上に資する知見蓄積を進める必要

生物多様性保全効果の更なる発揮 今後の調査・評価に向けた課題

環境保全型
まとまり少

環境保全型
まとまり多

慣行栽培

【new】
令和4年度より取組拡大加算
を新設し、農業者団体が行う
有機農業の新規取組に係る
指導等の活動を支援

生物多様性保全効果の高い
面的にまとまった取組を推進す
る必要

指
標
生
物
ス
コ
ア

相談できたから
安心して有機農業を
始められたよ！

仲間が増えて
地域の環境がもっと
良くなったなあ！

より包括的で省力的な生物多様性の調査・評価手法の検討により、
環境保全効果の更なる可視化や、効果向上に資する知見を蓄積

・・・・・・・・・・・・・
コウノトリ
絶滅危惧ⅠA類
・・・・ ・・・・・・・・
・

（例）環境DNAの活用

（例）AIを活用した種同定



水質保全効果評価の考え方について（提案）①
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〇 令和２年度より、水稲における「緩効性肥料の利用」の取組を水質保全に資する地域特認取組（滋賀県）として支援。

○ 緩効性肥料の利用による水質保全効果は、滋賀県が令和元年度に実施したほ場での実測データを用いて、ほ場からの全窒素
流出負荷を軽減する効果があると評価してはどうか。

取組の概要
取組名：緩効性肥料の利用及び長期中干し

対象作物：水稲（飼料作物を除く）

取組要件

・環境こだわり農産物の栽培基準に定める化学肥料の窒素成分量の範
囲内において、本田に施用する窒素成分を含む化学肥料の概ね全量
を緩効性肥料※１とすること

※１ 緩効性肥料：緩効性成分※２の窒素成分が当該肥料の有機質由来を除く窒素
成分のうち40%以上を占める肥料

※２ 緩効性成分：被覆肥料などの肥効調節型の成分

・中干しは生育中期に１本/10a以上の溝切りを原則として行い、14
日以上実施していること

・樹脂由来の被膜を用いた被覆肥料を利用する場合は、被膜殻の流出
防止対策を実施すること

緩効性肥料の利用による環境保全効果（既存知見）
・普通化成肥料と比べて肥料利用率の高い緩効性肥料を使用して農地

からの全窒素流出負荷量を低減することで、琵琶湖への全窒素の流
入負荷を軽減。

・箭田ら（2020）は、国内水田の水稲作付け期間中の窒素収支や窒
素流出負荷を実測した文献26件の分析により、緩効性肥料による水
田からの窒素流出低減効果について以下のことを明らかにした。

- 速効性化学肥料を使用したほ場の多くは、窒素の流出量が流入
量を上回る「汚濁型」の水田だが、緩効性肥料を使用したほ場
の多くは、窒素の流出量が流入量を下回る「浄化型」の水田

- 緩効性肥料を使用した水田からの流出負荷量は対照区に比べて
平均31%小さい

箭田佐衣子, 江口定夫, 林暁嵐, 朝田景, 蓮川博之, & 武久邦彦. (2020). 緩効性肥料
による水田からの窒素流出低減効果. 日本土壌肥料学雑誌, 91(5), 351-365.

滋賀県による水質保全効果の調査
●調査概要

調査区： 滋賀県内の水田３ほ場を調査ほ場とし、それぞれに化学肥料の５割低減の取
組と合わせて緩効性肥料を使用した試験区（実証区）と、緩効性肥料を使用
せず化学肥料の５割低減を実施している試験区（対照区）を設定

調査期間：水稲の移植時期から収穫時期まで（令和元年6月26日～10月7日）

調査項目：全窒素の流入負荷量及び流出負荷量（負荷量＝水量×水質濃度で算出）

●調査結果

・実証区と対照区は、ともに窒素の流出量が流入量を下回る「浄化型」の水田

・化学肥料の５割低減の取組と合わせて緩効性肥料を使用することで、化学肥料を５割
低減した対照区と比較しても全窒素流出負荷量を約１割（0.7kg/ha）低減

試験区 全窒素負荷量（kg/ha）

ほ場１ ほ場２ ほ場３ 平均値

対照区 流入 ①流入量（降水＋用水） 10.3 9.7 9.1

流出 ②地表排水 0.8 2.4 1.4

③浸透水 7.7 5.8 6.9

④計（②＋③） 8.6 8.3 8.3

⑤差引排出負荷量（④－①） -1.7 -1.5 -0.7 -1.3

実証区 流入 ⑥流入量（降水＋用水） 10.3 9.7 9.1

流出 ⑦地表排水 1.0 2.0 1.6

⑧浸透水 8.0 4.9 5.4

⑨計（⑦＋⑧） 9.0 6.9 7.1

⑩差引排出負荷量（⑨－⑥） -1.3 -2.8 -2.0 -2.0

⑪対照区と実証区の差分（⑩－⑤） 0.4 -1.3 -1.3 -0.7
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〇 他方、緩効性肥料のうち樹脂製の被膜を用いた被覆肥料については、被膜殻がほ場から流出した場合には海洋汚染等の原因
になることが懸念されている。

〇 滋賀県の「緩効性肥料の利用及び長期中干し」の取組においては、田植前の強制落水を行わない水管理や被膜殻の回収等を
取組要件に加えて被膜殻の流出防止を図っているが、将来的には樹脂製の被膜殻が発生しない代替技術への転換を図ることが
課題になると併せて評価してはどうか。

◼

2022

「
チック被膜殻の海洋流出防止
に向けた取り組み方針
を公表

滋賀県から農業者への
被膜殻の流出防止対策
の呼び掛け（令和４年発行）

https://www.pref.shiga.lg.jp/file/att
achment/5301901.pdf
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〇第４回委員会で指摘のあった、取組による副次的な効果及び取組実施上の留意点について、既存の知見に基づき以下のように整理

〇地域の気候や土壌、周辺環境、営農の条件を踏まえて取組や実施方法を選択することで、多様な副次的効果の発揮が期待される

取組
主な

環境保全効果
その他の効果 導入上の留意点

カバー
クロップ

地球温暖化防止
(土壌炭素貯留)

• 土づくり効果（有機物の供給による団粒構造の形成、
根の伸長による下層土の改良、土壌の保水性・透水
性の向上等）16, 44

• 減肥効果（有機物の供給による保肥力向上、土壌中
の硝酸態窒素やカリウムの溶脱防止、マメ科緑肥に
よる窒素固定等）16, 17, 44

• 休閑期の土壌の風食・水食の防止及びそれに伴う水
質汚染の防止16, 17, 18, 24, 44

• 天敵生物・送粉昆虫の生息場所5, 17, 43, 44

• 遮光やアレロパシー作用による雑草抑制、有害線虫
や土壌病害の制御6,16, 17, 44

• 景観形成16, 44

• 緑肥の種類や栽培・すき込み時期等により主として発揮され
る効果が異なるため、主作物の種類やほ場条件等に応じて緑
肥の種類や栽培・すき込み時期等を選択する6,16, 43

• 緑肥中の新鮮な有機物が分解して生じる生育阻害物質による
主作物への影響やメタンの発生を防ぐため、すき込み後は十
分な腐熟期間をとって主作物の播種・定植・湛水を行う6, 16, 

43, 44

• ほ場外への逸出や雑草化などの恐れのある緑肥の場合は結実
する前にすき込むなどの対策を行う12, 16

• クリーニングクロップ（休閑期に栽培され、収穫後圃場外に
搬出することによって土壌中に過剰に蓄積された養分を持ち
出し塩類障害を軽減するための作物）27として緑肥を作付けし
て植物体を土壌に還元しなかった場合は、土壌炭素貯留効果
が十分に発揮されないため交付金の要件を満たさない

リビング
マルチ

地球温暖化防止
(土壌炭素貯留)

• 主作物と緑肥種の組み合わせによっては、土着天敵
を誘引・保護するインセクタリープランツとしても
機能する34

• 土壌を被覆することで雑草の発生を抑制27

• 土壌流亡の防止23

• 光や養分、水分を主作物と競合したり、リビングマルチの存
在が病虫害の発生を助長することを防ぐため、地域や土壌、
主作物に合わせて適切な品種を選択する

23, 27, 29

• ほ場外への逸出や雑草化などの恐れのある緑肥の場合は結実
する前にすき込むなどの対策を行う12

草生栽培
地球温暖化防止
(土壌炭素貯留)

• 雑草や緑肥作物による草生管理でカブリダニ類等の
土着天敵が保全される28

• 土壌の保湿性・排水性の向上など物理性の改善21

• 土壌浸食やそれに伴う肥料成分の流亡を防止21

• 土壌微生物相の多様化により病原菌の蔓延を抑制21

• 特に幼木や樹勢の弱い木では、養分や水分の吸収で競合する
場合がある21

• ほ場外への逸出などの恐れのある緑肥の場合は結実する前に
刈るなどの対策を行う12
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取組
主な

環境保全効果
その他の効果 導入上の留意点

堆肥の
施用

地球温暖化防止
(土壌炭素貯留)

• 家畜糞尿等に含まれる反応性窒素等の未利用資源を
有効利用できる33

• 土壌の物理性・化学性・生物性の改善により作物の
安定生産に寄与する

6, 44

• 過度な施用は土壌中の養分過剰や塩基バランスの悪化、地下
水等水質への負荷につながる恐れがあるため、土壌診断結果
等を踏まえた適正使用を行う。

• 有害微生物や有機酸等による作物の生育への影響や、外来種
を含む雑草種子の残存等を防止するため、十分に腐熟した堆
肥を施用する6, 15, 20

不耕起
播種

地球温暖化防止
(土壌炭素貯留)

• 作物残渣等が土壌表面を被覆することで、風食や水
食による土壌流亡を抑制11

• 土壌微生物や、ミミズ、トビムシ類等の土壌動物の
個体数が不耕起栽培で多いという報告がある11

• 寒冷地における地温上昇不足や、排水不良地における湿害、
前作の残渣等に由来する病害虫・雑草の増加に注意が必要

27

炭の投入
地球温暖化防止
(土壌炭素貯留)

• 土壌の透水性の向上6,27, 32

• 酸性土壌のpH矯正35

• 地域の未利用資源（剪定枝・もみ殻等）の循環利用
による地域活性化や里山景観の維持14

• 過剰に施用した場合は土壌pHの上昇で作物の生育に影響が出
るおそれがあるため、主作物・土壌タイプに応じて適正量を
施用する必要

31

• バイオガス生成の副産物由来の脱水ケーキ炭など、窒素含有
量の高い生物資源から作られた炭を施用した土壌でN2Oの発
生が増加したという報告がある

14, 45

〇第４回委員会で指摘のあった、取組による副次的な効果及び取組実施上の留意点について、既存の知見に基づき以下のように整理

〇地域の気候や土壌、周辺環境、営農の条件を踏まえて取組や実施方法を選択することで、多様な副次的効果の発揮が期待される
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取組
主な

環境保全効果
その他の効果 導入上の留意点

長期
中干し

地球温暖化防止
(メタン低減)

• 中干し期間の延長・間断灌漑を適切に実施することに
よる登熟歩合の向上やタンパク質含量の低下などの品
質向上が報告されている1, 30

• 生物多様性保全との両立のため、中干時期にも生物が生息で
きる環境を地域内で確保するように努める。

• 中干し期間の過度な延長には収量減が伴うことがあるため、
水田の状態、イネの生育状況など栽培地域の実情を踏まえて
実施する必要1, 30

秋耕
地球温暖化防止
(メタン低減)

• 稲わらを春にすき込んだ場合に懸念される水稲の生育
への悪影響（窒素飢餓や有機酸の生成等）を防止10

• クログワイやオモダカなどの雑草の発生を抑制8, 9, 44

• ヒメトビウンカやツマグロヨコバイ等の害虫の越冬密
度を下げる効果がある4, 37, 38

• 積雪寒冷地では秋耕後の降雨等による地耐力の低下が懸念さ
れることもあるが、耕深5～8cmの浅耕とすることで通常耕
（耕深18～20cm）と比較して地耐力が維持できたという報
告がある40, 41

冬期湛水
管理

生物多様性保全
(生息環境創出)

• 灌漑水中の硝酸態窒素濃度が高い場合、冬期湛水田に
おける脱窒反応で硝酸態窒素を除去することで下流や
地下水の水質向上に寄与26, 42

• 湛水した水が地下に浸透することによる地下水涵養19

• 気温が低い冬期のメタン発生は限定的だが、春に落水せず土
壌の還元状態が継続すると夏期のメタン発生量が増加するた
め、春落水に努める2, 22, 26

• 湛水が継続すると地耐力が低下する場合があるため、地域の
条件に応じて、湛水期間等を工夫する。春落水を行うことで
地耐力の低下を防げたという報告もある2, 44

夏期湛水
管理

生物多様性保全
(生息環境創出)

• 湛水した水が地下に浸透することによる地下水涵養19

• 畑地雑草や病害を抑制13, 25, 36, 39

• 連続した湛水条件を確保できない場合、雑草抑制効果が限定
的になる場合がある13

江の設置
生物多様性保全
(生息環境創出)

• 温度が低い沢水を一時的にためて水温を上げる3, 7

※同様の承水路は、地域により「ひよせ」「ぬるめ」
「ほりあげ」「いで」「てび」等の名称でも呼ばれる

• ウシガエルやアメリカザリガニ等の侵略的外来生物が生息す
る場合は水を抜いて駆除する28

〇第４回委員会で指摘のあった、取組による副次的な効果及び取組実施上の留意点について、既存の知見に基づき以下のように整理

〇地域の気候や土壌、周辺環境、営農の条件を踏まえて取組や実施方法を選択することで、多様な副次的効果の発揮が期待される



地球温暖化防止と生物多様性保全のトレードオフについて（報告）①

〇 一部取組における地球温暖化防止効果と生物多様性保全効果の間のトレードオフの可能性が第三者委員会で指摘されていた。

〇 気候変動と生物多様性の間の関連を踏まえて、対策においても相乗効果を発揮させつつトレードオフを軽減することの重要性が
国際的にも指摘されている。

第１期第８回委員会（平成30年３月）

• 地球温暖化防止と生物多様性保全ということで、特に水田の長期中干しに関しては相反するような結果につながるが、本当
にそれが相反してしまうのかどうかということについては検証が必要かもしれない。

第２期第４回委員会（令和３年12月）

• 冬期湛水をすれば生物多様性にはいいけれども、逆にメタンが出てしまう可能性もあるというような、トレードオフの関係
があるところについても議論が必要。

第三者委員会におけるトレードオフの指摘

気候変動と生物多様性に関する国際的な議論

パリ協定（2015年12月 気候変動に関する国際連合枠組条約 第21回締約国会議にて採択）

この協定の締約国は、（略）

気候変動に対処するための行動をとる際に、全ての生態系（海洋を含む。）の本来のままの状態
における保全及び生物の多様性の保全（「母なる地球」として一部の文化によって認められるも
の）を確保することの重要性に留意し、（略）

次のとおり協定した。

IPBES-IPCC合同ワークショップ報告書 ”BIODIVERSITY AND CLIMATE CHANGE”（2021年６月）

• 気候変動と生物多様性は相互に関連しており、気候変動緩和策と生物多様性保全策の間には相
乗効果もトレードオフも存在。

• 気候変動と生物多様性、社会の間の相互作用を考慮した政策決定により、相乗効果を最大化し、
トレードオフを最小化できる。

12
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〇 第三者委員会における指摘を踏まえ、冬期湛水管理及び長期中干しの取組実施に伴う地球温暖化防止効果と生物多様性
保全効果のトレードオフについて令和３年度環境保全型農業効果調査委託事業において調査を実施

〇 いずれの取組も実施方法によってはトレードオフが発生しうるものの、ほ場内又は地域内で適切な対策を講じることにより、地球温
暖化防止効果と生物多様性保全効果の両立を図れる可能性。

冬期湛水管理（生物多様性保全の取組）

トレードオフの可能性評価

• 冬期湛水管理の実施期間中は低温のためメタ
ン（温室効果ガス）の発生は限定的

• 春に一時的にほ場を乾かさなかった場合は、
翌春の作付け期に土壌の還元状態が長期間継続
することで、夏期のメタン発生量が増加する

トレードオフ解消技術

• 冬期の湛水管理の終了後、春に一時落水して
ほ場を乾かすと、土壌が酸化的環境になるこ
とで夏期のメタン排出量を増加させない

※春落水は地耐力の向上という営農上のメリットも存在

※冬期湛水田にアカガエル類の卵塊が見られた場合など、
全面的に春落水を行うことで地域の保全上重要な生物の生
息環境への影響が懸念される場合には留意することが望ま
しい

長期中干し（地球温暖化防止の取組）

トレードオフの可能性評価

• 長期中干しの実施により、幼生期に本田を利用
する一部の両生類や昆虫類が成体になることが
困難になる可能性

※影響を受け得る種は、地域の水管理や地域における生物相、
各生物種の生活史等により異なる。

トレードオフ解消技術

• ほ場単位では、中干し時期にも水が残る「江」
等を設置すれば生物が避難できる可能性

• 地域レベルの生物多様性は、中干し時期に生物
の避難場所となる環境（江、ビオトープ、常時
湛水田等）が地域内に存在することや、 作期
分散による中干しの時期の分散により維持でき
る可能性

※水管理や栽培品種、生物相は地域により異なるため、地域
の特性に合った両立策の検討が重要。

冬期湛水管理（生物多様性保全の取組） 長期中干し（地球温暖化防止の取組）
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